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別添様式１ 

平成２０年９月 日 

 

 

愛知県市場化テストモデル事業入札説明会参加希望票 

 

 

愛知県市場化テストモデル事業（公共職業訓練 名古屋高等技術専門校 短期

課程「ＯＡビジネス科」業務）入札説明会の参加について、以下のとおり希望

します。 

 

名 称  

所 在 地  

担 当 者 名  

電 話 番 号  

メールアドレス  

 

参加予定者氏名

 

（注）参加予定者は２名以内とする。 
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別添様式２ 

平成２０年９月 日 

 

 

愛知県市場化テストモデル事業に関する質問票 

 

 

愛知県市場化テストモデル事業（公共職業訓練 名古屋高等技術専門校 短期課程「ＯＡ

ビジネス科」業務）に関し、以下のとおり質問を提出します。 

 

名 称  

所 在 地  

担 当 者 名  

電 話 番 号  

メールアドレス  

NO 質  問  事  項 

  

  

（注）記入欄が不足する場合は、本様式をコピーして使用すること。 



 

別添様式３ 

                 平成２０年  月  日  

 

一般競争入札参加資格確認申請書 

（入札参加申込み） 

 

愛知県知事 殿 

 

平成 20 年９月 11 日付で入札公告のありました下記案件に係る入札に参加したいので、

一般競争入札参加資格を確認してください。 

 

○案件名称 

 愛知県市場化テストモデル事業(公共職業訓練 名古屋高等技術専門校 短期課程「ＯＡ

ビジネス科」業務) 

  参加申込要件 

   平成 20・21 年度愛知県入札参加資格者名簿の大分類 3役務の提供等に登録されてい

る者であること。 

 

○申請者 

 
業務分類 業者登録番号 

大分類 3役務の提供等    
※業者登録番号は、入札参加資格者名簿の番号を記載すること。 

 

所在地 

商号（名称） 

代表者氏名                      印 

 

（代理人）所在地 

商号（名称） 

代表者氏名                      印 
(注)入札参加資格審査申請と同様に記載。代理人の登録がある場合は、代表者及び代理人氏名等を記載の上、代理人印のみを押印。 

 

○担当者  所属・氏名 

      電話番号 

 

  ※ 提出の際は、電子調達システム（物品等）の入札参加資格審査（物品等）の結果

についての画面のハードコピーを添付してください。 

  ※ なお、愛知県出納事務局の平成 20・21 年度「愛知県入札参加資格者名簿」の大分

類「3 役務の提供等」に登録されておらず、電子調達システム（物品等）の入札参

加資格の審査を申請している場合は、「申請・審査状況確認」から画面のハードコピ

ーを印刷し、添付してください。 

 

○申請・問合せ先 

  総務部総務課行政経営企画グループ 電話（052）954－6077（ダイヤルイン） 

名古屋市中区三の丸三丁目１番２号 県庁本庁舎４階 
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別添様式４ 

（第１面） 

 

暴力団排除条項該当性について、意見聴取するために必要となる書類 

 

 

平成２０年  月  日 

  

 

愛知県知事 殿 

  

 

 

（郵便番号      ） 

入札参加事業者 住  所 

 

 

電話番号（   ）     － 

                 

商  号 

又は名称 

氏  名                                  印 

（法人にあっては、代表者氏名） 

法定代理人 

          

氏  名                                   印   

 

 

入札参加事業者等確認書 

 

 

 この書面の記載事項は、事実に相違ありません。 

 

 

 

 

 

 

（留意事項） 

 この書面及び提出書類は、競争の導入による公共サービスの改革に関する法律第１０条

各号に規定されている欠格事由該当性の審査に必要であり、この書面及び提出書類に記載

されている個人情報については、欠格事由該当性の審査のため、必要な範囲において利用

し又は愛知県警察本部等関係行政機関に対し提供します。 
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（第２面） 
１ 入札参加事業者 

個人・法人の別 □  個    人 □  法    人 

 
 ア 入札参加事業者が個人の場合 

フ リ ガ ナ 

氏    名 
生年月日（性別） 住        所 

フリガナ 

商号又は屋号 

事業活動の内容 

 

 

 
          （  ）

 

 

 

 

 
 イ 入札参加事業者が法人の場合 

フリガナ 主たる事務所の所在地 

商号又は名称 代表者の氏名 

事業活動の内容 

  

  

 

（記載上の注意） 
１ 「個人・法人の別」は、該当するものに○印を付けて下さい。 
２ 「商号又は屋号」は、商号登記をしているときはその商号を、商号登記していないときは屋号等の名称のうち１

個を記載して下さい。 
 
２ 法定代理人 

フ リ ガ ナ 
氏    名 

生年月日（性別） 住        所 

 

 

 
 
           （  ）

 

 

 

 
 
           （  ）

 

（記載上の注意） 
１ 「法定代理人」は、 
① 入札参加事業者（法人の場合は、当該法人の役員） 
② 入札参加事業者の親会社等（法人の場合は、当該法人の役員） 
が、法第１０条第６号に規定する「営業に関し成年者と同一の行為能力を有しない未成年者」である場合に、当該

未成年者の法定代理人を記載して下さい。 
２ 記載しきれないときは、この様式の例により作成した書面に記載して、第２面の次に添付して下さい。 
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（第３面） 

３ 役 員 等 

フ リ ガ ナ       生年月日     （性別）

氏    名 役職名又は名称         
住        所 

            （  ）

           

 

            （  ）

            

 

            （  ）

            

 

            （  ）

            

 

            （  ）

        

 

            （  ）

           

 

            （  ）

           

 

            （  ）

           

 

            （  ）

  

 

（記載上の注意） 
１ 入札参加事業者が法人の場合に記載して下さい。 
２ 「役員等」とは、役員（理事、取締役、執行役、業務を執行する社員、監事、監査役又はこれらに準ずる者）及

び相談役、顧問等名称のいかんを問わず、役員と同等以上の支配力を有する者をいい、その全てを記載して下さい。 
３ 記載しきれないときは、この様式の例により作成した書面に記載して、第３面の次に添付して下さい。 



 

（第４面）

４ 主要株主・主要出資者 

発行済株式の総数  出資総額  

 

 ア 主要株主・主要出資者が個人の場合 

フ リ ガ ナ 
住        所 

氏    名 

 

 生年月日（性別）
所有株式数又は出資金額 割    合 

 
  

 

 

          （  ）
  

 
  

 

 

          （  ）
  

 
  

 

 

          （  ）
  

 
  

 

 

          （  ）
  

 
  

 

 

          （  ）
  

 
  

 

 

          （  ）
  

 
  

 

 

          （  ）
  

 
  

 

 

          （  ）
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（第５面） 

 イ 主要株主・主要出資者が法人の場合 

フ リ ガ ナ フ リ ガ ナ 主たる事務所の所在地 
商号又は名称 代表者氏名 所有株式数又は出資金額 割    合 

   

        

   

        

   

        

   

        

   

        

   

        

   

        

   

        

   

        

（記載上の注意） 

１ 主要株主とは、発行済株式の総数の１００分の５以上の株式を所有する株主をいいます。 

２ 主要出資者とは、出資総額の１００分の５以上の額に相当する出資をしている者をいいます。 

３ 割合は、「所有株式数（出資金額）／発行済株式の総数（出資総額）×１００」とします。 

４ 法第１０条第９号の親会社等に該当する場合は、第６面の「５親会社等」欄に記載して下さい。 

５ 記載しきれないときは、この様式の例により作成した書面に記載して、個人の場合は第４面の次に、法人の場合は第

５面の次にそれぞれ添付して下さい。 
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（第６面） 

５ 親会社等 
 

 ア 競争の導入による公共サービスの改革に関する法律施行令第３条第１項第１号に該当する場合 

 ○ 個人の場合 

フ リ ガ ナ 
住        所 

氏    名 

 

 生年月日（性別）

議決権の総数 所有する議決権の数 割  合 

 
  

 

 

 

 

           （  ）   

 

 ○ 法人の場合 

フ リ ガ ナ フ リ ガ ナ 主たる事務所の所在地 

商号又は名称 代表者氏名 議決権の総数 所有する議決権の数 割  合 

   

           

 

 イ 施行令第３条第１項第２号に該当する場合 

フ リ ガ ナ フ リ ガ ナ 主たる事務所の所在地 

商号又は名称 代表者氏名 その役員に占める自己の役員等の割合 

   

          

 

 ウ 施行令第３条第１項第３号に該当する場合 

フ リ ガ ナ フ リ ガ ナ 主たる事務所の所在地 

商号又は名称 代表者氏名 その代表権を有する役員の地位を占める自己の役員等の氏名

   

            

（記載上の注意） 
１ 「親会社等」には、入札参加事業者と次の関係（特定支配関係）にある者（施行令第３条第１項第１号から第３

号まで）を記載して下さい。 
① その株主（株主総会において決議をすることができる事項の全部につき議決権を行使することができない株主

を除く。）又は総出資者の議決権の過半数を有していること。（第１号） 
② その役員（理事、取締役、執行役、業務を執行する社員又はこれらに準ずる者をいう。）に占める自己の役員

又は職員（過去２年間に役員又は職員であった者を含む。以下同じ。）の割合が２分の１を超えていること。（第

２号） 
③ その代表権を有する役員の地位を自己又はその役員若しくは職員が占めていること。（第３号） 

２ 親会社等に該当するものがある場合は、その該当する欄に記載して下さい。 
３ その役員に占める自己の役員等の割合は、「入札参加事業者における自己の役員等の数／入札参加事業者の役員

の数×１００」とします。



 

（第７面） 

６ 親会社等の役員等 

法人の商号又は名称  
フ リ ガ ナ  生年月日（性別）

氏    名 役職名又は名称 
住        所 

                      

                     

          （  ） 

             

           （  ） 

             

           （  ） 

           

           （  ） 

          

           （  ） 

            

 

                     

          （  ） 

             

           （  ） 

             

           （  ） 

           

           （  ） 

          

           （  ） 

            

（記載上の注意） 
１ 親会社等が法人の場合は、当該法人の役員等（第３面でいう「役員等」に同じ。）を全て記載して下さい。 
２ 記載しきれないときは、この様式の例により作成した書面に記載して、第７面の次に添付して下さい
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別添様式５ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

入 札 書 

 

平成２０年１０月２４日  

 

愛 知 県 知 事 殿 

 

入札者 住     所 

氏     名                      印 

（法人にあっては名称及び代表者の氏名） 

 

平成 20 年 9 月 11 日付け入札公告について、下記のとおり入札します。 

 

記 
 

億 千万 百万 拾万 万 千 百 拾 円 

          

 

ただし、愛知県市場化テストモデル事業（公共職業訓練 名古屋高等技術専門校 短期課程

「ＯＡビジネス科」業務）の受託料 

 

（注）１ 用紙の大きさは日本工業規格Ａ４（タテ）とする。 

２ 金額の数字はアラビア数字を用い頭に金又は\の文字を記入のこと。 

３ 訂正又はまっ消した箇所には押印すること。 

４ 入札金額は、見積もった契約希望金額の 105 分の 100 に相当する額を記載すること。 

 

封筒記載方法 

（表） 

 

 

 

 

 

 

 

 

愛 知 県 知 事 殿 

 

愛知県市場化テストモデル事業 

（公共職業訓練 名古屋高等技術専門校 短期課程「ＯＡビジネス科」業務） 

 

（裏） 

 

 

 

 

 

 

 

入 札 者 住 所 

印        氏 名                           印 

 

（法人にあっては名称及び代表者の氏名） 
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別添様式６ 

 

競争の導入による公共サービスの改革に関する法律第 10 条 

各号（第 11 号を除く。）の規定に該当しない旨の誓約書 

 

平成２０年１０月２４日 

 

愛知県知事 殿 

 

 

    住 所 

 

申請者 名称 

 

    代表者名              印 

 

 

 申請者が下記のいずれにも該当しない者であることを誓約します。 

 

記 
 
【競争の導入による公共サービスの改革に関する法律第 10 条】 
 
（欠格事由） 
一 成年被後見人若しくは被保佐人又は外国の法令上これらと同様に取り扱われている者 
二 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者又は外国の法令上これと同様に取り扱われてい
る者 
三 禁錮以上の刑（これに相当する外国の法令による刑を含む。）に処せられ、又はこの法律の規
定により罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなった日から
起算して五年を経過しない者 
四 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成三年法律第七十七号）第二条第六号
に規定する暴力団員（以下この条において「暴力団員」という。）又は暴力団員でなくなった日
から五年を経過しない者 
五 第二十二条第一項の規定により契約を解除され、その解除の日から起算して五年を経過しな
い者 
六 営業に関し成年者と同一の行為能力を有しない未成年者でその法定代理人が前各号のいずれ
かに該当するもの 
七 法人であって、その役員のうちに前各号のいずれかに該当する者があるもの 
八 暴力団員又は暴力団員でなくなった日から五年を経過しない者がその事業活動を支配する者
九 その者の親会社等（その者の経営を実質的に支配することが可能となる関係にあるものとし
て政令で定める者をいう。次号において同じ。）が前各号のいずれかに該当する者 
十 その者又はその者の親会社等が他の業務又は活動を行っている場合において、これらの者が
当該他の業務又は活動を行うことによって官民競争入札対象公共サービスの公正な実施又は当
該官民競争入札対象公共サービスに対する国民の信頼の確保に支障を及ぼすおそれがある者 
十二 官民競争入札等監理委員会の委員又は当該委員と政令で定める直接の利害関係のある者 
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別添様式７ 

平成２０年１０月２４日 

愛知県知事 殿 

 

住 所 

商号又は名称 

代表者            印 

 この書面の記載事項は、事実に相違ありません。 

業者登録番号   

Ｂ 常用雇用労働者の総数       人 

Ｃ 常用雇用の身体障害者、知的障害者及び精神障害者の数   

ア 重度身体障

害者の数 

      人 

イ ア以外の身

体障害者の数 

      人 

ウ 身体障害者

の数 

     人 

（ア×２＋イ）

 

    

エ 重度知的障

害者の数 

      人 

オ エ以外の知

的障害者の数 

      人 

カ 知的障害者

の数 

     人 

（エ×２＋オ）

 

    

  

キ 精神障害者

の数 

      人 

Ｄ 重度身体障害者である短時

間労働者の数 

      人 

Ｅ 重度知的障害者である短時

間労働者の数 

      人 

Ｆ 精神障害者である短時間労

働者の数 

      人 

G 計（ウ＋カ＋キ＋Ｄ＋Ｅ＋Ｆ

×0.5） 

      人 

 

H 雇用率（Ｇ/Ｂ×100）       ％ 

 

担当者名  連絡先電話番号 －   －     

 

備 考 業者登録番号は、入札参加資格者名簿の番号を記載すること。 
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記入上の留意点 
 
1 「業者登録番号」欄は、既に入札参加資格を有する方のみ、入札参加資格者名簿の番号を記載し
てください。 

 
2 「雇用状況」の時点は、申請日の前月１日現在の状況で記入してください。 
 
3 常用労働者（「Ｂ」、「Ｃ」欄に該当する者）の範囲 
 
  常用労働者とは、次のように１年以上継続して雇用される者をいいます。ただし、雇用保険上の
「短時間労働被保険者」及び「高年齢継続被保険者」のうち「短時間労働被保険者」である者につ
いては、障害者雇用率制度上の常用労働者の範囲には含まれません。 

 
 (1) 雇用期間の定めのない労働者 
 
 (2) 一定期間（１カ月、６カ月等）を定めて雇用される者であっても、その期間が反復更新されて
事実上(1)と同様の状態にあると認められるもの 

 
 (3) 日々雇用される者であっても、雇用契約が日々更新されて事実上(1)と同様の状態にあると認
められるもの 

 
4 「身体障害者」とは、原則として身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）に規定する身
体障害者手帳の等級が１級から６級に該当する者とします。「重度身体障害者」とは、このうち１
級又は２級とされる方です。 

 
5 「知的障害者」とは、児童相談所、知的障害者福祉法（昭和３５年法律第３７号）第１２条第１
項に規定する知的障害者更生相談所、精神保健福祉センター、精神保健及び精神障害者福祉に関す
る法律（昭和２５年法律第１２３号）第６条第１項に規定する精神保健福祉センター、精神保健指
定医又は障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和３５年法律第１２３号）第９条の障害者職業セ
ンターにより知的障害者と判定された者をいいます。 

 
6 「重度知的障害者」とは知的障害者のうち知的障害の程度が重いと判定された方をいいます。具
体的には、次のいずれかの場合に、重度知的障害者に該当することとなります。 

 
 (1) 療養手帳で程度が「Ａ」とされている者 
 
 (2) 児童相談所、知的障害者福祉法（昭和３５年法律第３７号）第１２条第１項に規定する知的障
害者更生相談所、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第１２３号）第６
条第１項に規定する精神保健福祉センター、精神保健指定医による療養手帳の「Ａ」に相当する
程度（特別障害者控除を受けられる程度等）とする判定書をもらっている者 

 
 (3) 障害者職業センターにより「重度知的障害者」と判定された者（重度障害者介助等助成金、特
定求職者雇用開発助成金、職場適応訓練の適用等に当たって行われている「知的障害の程度が重
い」範囲と同様の範囲で判定が行われます。）等 

 
7 「精神障害者」とは、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第１２３号）
第４５条第２項の規定により、精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている者をいいます。 

 
8 「Ｄ」、「Ｅ」、「Ｆ」欄は、重度身体障害者、重度知的障害者又は精神障害者であって、原則とし
て、雇用保険の短時間労働者となる方で、少なくとも次の要件に該当することが必要です。 

 
 (1) １週間の所定労働時間が２０時間以上３０時間未満であること。 
 
 (2) １年以上引き続き雇用されることが見込まれること。 
 
9 「Ｈ」欄には、小数点以下第３位を四捨五入した数を記載してください。 
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別添様式８  

委   任   状 

 

平成２０年１０月２４日 

 

愛知県知事殿 

 

代表者  住 所 

（委任者） 

氏 名              印 

 

 

私は，下記の者を代理人と定め、次の権限を委任します。 

 

受任者  住 所 

氏 名              印 

 

 

委任事項 

 

愛知県市場化テストモデル事業（公共職業訓練 名古屋高等技術専門校 短期課程「ＯＡ

ビジネス科」業務）の入札及び企画提案に関する一切の件 

 

 


